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1.1.1.1.    背景背景背景背景 構造物の増加と多様化の中で，効率的かつ確実に構造物の健全性や荷重を評価する手法が必要である．

振動計測結果には重要な情報が現れているはずで，その利用法は今後の大きな課題である．例えば，従来の方法

では，高次モードの動特性同定が困難であり，また複素モードを有する非比例減衰系の構造同定を扱えない，な

どの問題がある． 
北海道室蘭市湾口の白鳥大橋において供用前の 1998 年 6 月，北海道開発局により常時微動計測が行われた．こ

の計測は，①計測周波数が高い(100Hz)，②計測時間は 100 時間を超え，広い風速範囲での計測を含む，③鉛直方

向加速度計を 19 点設置した多点計測である，という動特性同定に有利な条件を備えている． 
このデータから低次モード特性の同定がなされた 1)．そこで高精度な高次モード特性同定手法および非比例減衰

を考慮した構造同定手法を提案し，白鳥大橋の振動計測結果に適用した．  
2.2.2.2.    方法と結果方法と結果方法と結果方法と結果 まず，振動計測結果から動特性を同定する．[1]常時微動応答を重ね合わせることで自由減衰応

答を作成し，[2]得られた自由減衰応答応答からモード特性を導出する．次に，動特性から構造モデルを得る．[3]
振幅レベルによる動特性の変化を調べ，[4]構造減衰，剛性の変化として同定する． 
[1]自由減衰応答の作成 Random Decrement 法 2)を用いる．初期条件 a0 を満たす応答 y(t)を多数重ね合わせ平均

するとランダム応答成分が除去され，自由減衰応答が得られる．本研究では常時微動加速度応答(図 1)について処

理した．初期条件を満たす応答を多数サンプリングし，平均化することで自由減衰応答を得た（図 2）．なお，重

ね合わせサンプル数は 5000 個とし，初期条件 a0 は加速度応答 RMS の 0.8 倍とした． 
[2]モード特性の導出 3)得られた自由減衰応答を非連成モード振動の和として(1)式に行列表示する．ここで[X]:自由

減衰応答行列，[P]:モード形行列，[Λ]:固有振動数ωj およびモード減衰比ξj からなる行列である． 
[X]=[P][Λ]     (1)  
次にΔt 秒後，2Δt 秒後の応答をそれぞれ[Y]，[Z]とすると， 
[Y]=[Q][Λ]     (2) 

[Z]=[R][Λ]     (3) 
ただし，[P],[Q],[R]を構成する列ベクトル pj，qj，rj はそれぞれ， 
qj=pj exp( ti jjjj ∆−+− )1( 2ξωωξ )=pj exp( jλ Δt) (4) 
rj=qj exp( jλ Δt)=pj exp(2 jλ Δt)   (5) 

と表される．４つの行列[Φ]= 
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なる関係が得られる．(6)式より固有値問題としてモード特性を得ること

ができる．ここで次の時刻歴を用いて見かけ上の計測点数を増やし，モー

ド特性同定の解像度向上，高次モード同定を図った．すなわち，N 個の計

測点中，i 番目(i≦N)の計測点における応答を xi とする時， 
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図 1　桁中央加速度応答時刻歴  
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図 2　RD後の加速度応答時刻歴
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により見かけ上の計測点の応答を定義した．これにより，鉛直たわみについて

19 次までモード特性を同定できた(表 1)． 
[3]振幅レベルによる動特性の変化 常時微動データを加速度応答 RMS によ

り 10 段階に分類し，動特性を同定したところ，振幅レベル依存性が見られた

(図 3)．モード形(特に位相)，減衰比にも振幅レベル依存性が見られた． 
[4]非比例減衰系の構造逆解析 振幅レベル依存性の原因として，モード形位

相の変化および物理的考察から，支承と空気力の影響が挙げられる．そこで基

準となる振幅レベル(A)のモード特性に対して，支承と空気力に相当する剛

性および減衰が変化することで異なる振幅レベル(B)のモード特性が得ら

れると考える．支承と空気力に相当する付加剛性[K’]付加減衰[C’]を仮定

し，運動方程式を立てる． 

[ ]{ } [ ] [ ][ ]{ } [ ] [ ][ ]{ } 0'' =++++ xKKxCCxM  (8) 
状態変数表示し，行ごとに定数倍すると次式が得られる． 

[ ] [ ][ ][ ][ ] [ ] [ ][ ][ ][ ]{ } 0=′′+−′′′− zTKssTCI  (9) 
ここで[K”],[C”]はそれぞれ[K’],[C’]を起源とする行列，[s]は対角成分に 

rrrrr hihs ωω 21−+−=  (10) 
を持つ行列で rh ， rω は r 次減衰比，固有円振動数である．[s’]は付加剛性，減衰作用後の[s]である．式(9)の固有

値問題より新しいモード特性が得られるので(B)のモード特性との差を誤差関数とし，これが最小となる[K’]，[C’]
を探す．なお，行列[C”],[K”]を得るために,近似([C]≪[M])を用いている． 

簡単な非比例減衰系モデルに本手法を適用し，付加剛性，付加減衰を検出可能であることが確かめられたので，

白鳥大橋に適用した．最小値の探索にはシンプレックス法を用いた．図 4，図 5 に同定された空気力に相当する付

加剛性，付加減衰を振幅レベルに対してプロットした．破線で風洞実験結果より求められる空力剛性，空力減衰

をあわせて示した．空力減衰はよく一致する．空力剛性は風洞実験値と少し差がある． 
３３３３....    結論と今後の課題結論と今後の課題結論と今後の課題結論と今後の課題    常時微動計測から高精度で高次までモード特性を同定する手法を確立できた．また，同

定モード特性の振幅レベル依存性を，非比例減衰を考慮した構造逆解析手法により支承，空気力に相当する剛性，

減衰の変化として検出した．空

気力を実橋において逆解析に

より求めた例は珍しく，意義深

い． 
問題点として，誤差関数が極

小値を多く持ち最小値の探索

が困難であることが挙げられ

る．今後誤差関数に感度の情報

を加えるなど改善を図りたい

と考えている． 
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表 1 同定振動数，減衰比の例 

モード 
振動数(Hz) 
()内は設計値 

モ ー ド

減衰比 
1 次 0.130(0.115) 0.022 
2 次 0.152(0.150) 0.014 

16 次 2.866 0.081 
19 次 3.824 0.126 

図 3 振動数の振幅レベル依存性 
   (鉛直たわみ 1 次モード) 
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0 0.5 1 1.5 2
-0.02

-0.01

0

0.01

0.02

基準振幅レベル 

(
N
/
m

単
位
質
量)
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図5 空力減衰 
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